別表（第２条関係）
	補助事業名
	　里親支援センター新規開設支援事業

	補助事業
の目的
	　里親支援センターを新たに運営しようとする者に対して、開設準備経費を支援することにより、里親支援センターの新規開設を促進することを目的とする。

	補助事業の対象となる者
	　兵庫県の里親支援センター設置運営事業者選定委員会において選定された里親支援センターを県内で運営しようとする者

	補助事業の対象となる経費
	　里親支援センター新規開設に必要な開設準備経費であって、下記に掲げるもののうち、知事が必要と認めるもの
(1) 机、椅子、パソコン等の備品購入費
(2) ＩＣＴ環境の整備に必要な経費
(3) 専門家等外部からの助言を受けるために必要な経費

(4) 準備期間の人件費
(5) その他里親支援センターの開設に必要な経費

	補助率
	  10/10

	補助金の額
	里親支援センター新規開設に必要な開設準備経費を、予算の範囲内で補助するものとする。

ただし、8,000千円を補助基準額（補助上限額）とする。

なお、補助金の額に1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

	適用除外する
事項
	　

	その他の事項
	


別に定める事項
	関係条項
	内　容

	第３条
	（添付書類）
里親支援センター新規開設支援事業補助金所要額調書（別紙１）
里親支援センター新規開設支援事業計画書（別紙２）
その他必要と認める書類

	
	（指定期日）
別に指定する日

	第７条第１項
	（軽微な経費配分の変更）



	
	（軽微な事業内容の変更）



	
	（添付書類）
第３条に準じる

	
	（指定期日）
別に指定する日

	第９条第１項
	（報告事項等）

	第１１条
	（添付書類）
里親支援センター新規開設支援事業補助金精算書（別紙３）
里親支援センター新規開設支援事業実施状況報告書（別紙４）
その他必要と認める書類

	
	（指定期日）
事業完了の日から起算して30日を経過した日又は翌年度４月10日のいずれか早い日
か早い日

	第１９条第１項
	（処分制限期間）
平成20年７月11日厚生労働省告示第384号「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間」に定める期間。


（別紙１）
里親支援センター新規開設支援事業補助金所要額調書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	総事業費
(A)
	寄附金その他の収入
（B）
	差引額
（A-B）
（C）
	補助対象経費
(D)
	補助基準額
(E)
	補助金所要額
（C,D及びEを比較していずれか少ない額）(F)

	
	
	
	
	8,000,000
	


注：千円未満の端数がある場合はF欄で切り捨てること。　
（別紙２）
里親支援センター新規開設支援事業計画書
	施設の名称
（予定）
	

	施設の位置
	

	団 体 名
	

	代表者名
	

	団体住所
	

	連 絡 先
	電話番号
	

	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	施設の概要
	建物の概要
	

	
	設備の概要
	

	
	職員体制
	

	開設スケジュール
	

	開設準備経費
（見込み）
	項目
	予定額（円）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	合計
	


（別紙３）
里親支援センター新規開設支援事業補助金精算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	総事業費
(A)
	寄附金その他の収入
（B）
	差引額
（A-B）
（C）
	補助対象経費
(D)
	補助基準額
(E)
	補助金
所要額
（C,D及びEを比較していずれか少ない額）(F)
	交付決定額
（G）
	精算額
（F及びGを比較していずれか少ない額）
（H）

	
	
	
	
	8,000,000
	
	
	


注：千円未満の端数がある場合はF欄で切り捨てること。　
（別紙４）
里親支援センター新規開設支援事業実施状況報告書
	施設の名称
	

	施設の位置
	

	団 体 名
	

	代表者名
	

	団体住所
	

	連 絡 先
	電話番号
	

	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	施設の概要
	建物の概要
	

	
	設備の概要
	

	
	職員体制
	

	開設スケジュール
	

	開設準備経費
（実績）
	項目
	支出額（円）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	合計
	


